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１ 交付決定額 
・県計で１，９６７．４億円（対前年度当初比 ＋１４４．７億円、＋７．９％）            

（単位：億円） 

区分 
令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

Ａ（33団体） Ｂ（34団体） Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ 

内

訳 

大都市 438.6 328.6 110.0 33.5％ 

都市 1,043.8 1,023.8 20.0 2.0％ 

町村 484.9 470.2 14.7 3.1％ 

 県計 1,967.4 1,822.7 144.7 7.9％ 

（除大都市） 1,528.8 1,494.0 34.8 2.3％ 

（注）１ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある（他の集計についても同じ）。 

２ Ｂは令和７年度の当初算定における算定額等である。 

 
 
２ 臨時財政対策債発行可能額 
・令和７年度に引き続きゼロ。 
※地方税収の健全化等により、全国ベース（地方財政計画）の発行可能額がゼロとなったことによる。 

 
 
３ 財源不足団体・超過団体の状況 
・大和町、女川町が財源超過団体となった。（令和７年度当初算定は女川町が財源超過団体であった。） 
 （令和８年度）                     （令和７年度）   
財源不足団体 ３３団体                 財源不足団体 ３４団体 
財源超過団体  ２団体（大和町、女川町）        財源超過団体  １団体（女川町） 

 
 
４ 交付決定額と臨時財政対策債発行可能額の推移（R2～R8） 
 

 
 
 
 

令和８年度普通交付税（市町村）の算定結果 
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※各年度当初交付決定額の数値。令和３～７年度は再算定で追加交付がなされている。 
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５ 基準財政需要額・基準財政収入額・交付決定額  

（単位：億円） 

（注）１ Ａ・Ｂは財源超過団体を除いて集計しており、対前年度との増減額及び増減率を算出している。 
    ２ Ｂは令和７年度の当初算定における算定額等である。 

 
 

６ 需要額・収入額の主な増減要因                         （単位：億円） 

区分 費目・税目 主な要因 
対前年度 

増減額 増減率 

基 準 

財 政 

需要額 

増 

臨時財政対策債償還基金 ・費目新設による皆増 126.3 皆増 

その他の教育費 ・単位費用の増（4,590円→4,880円） 36.2 7.3% 

地域振興費（人口） ・段階補正の増、事業費補正の増 33.9 10.6% 

減 

公害防止事業債償還費 ・元利償還の減 △3.0 △13.0% 

保健衛生費 ・測定単位の減 △3.3 △1.0% 

地域デジタル社会推進費 ・単位費用の減（760円→630円）、測定単位の減 △3.8 △17.9% 

基 準 

財 政 

収入額 

増 

地方消費税交付金 ・物価上昇等による増 58.2 10.9% 

市町村民税所得割 ・賃金上昇等による増 43.7 3.5% 

地方特例交付金 ※(注)２ ・軽油引取税減収補てん特例交付金等の創設による増 36.0 170.1% 

固定資産税 ・地価の上昇や新築住宅等の増 10.0 0.8% 

減 

市町村たばこ税 ・売渡本数の減 △0.9 △0.7% 

地方揮発油譲与税 ※(注)２ ・地方揮発油税の特例税率廃止による減 △4.1 △17.0% 

環境性能割交付金 ※(注)２ ・環境性能割の廃止に伴う当該交付金の廃止による減 △10.6 皆減 

軽油引取税交付金 ※(注)２ ・軽油引取税の暫定税率廃止による減 △22.7 △48.8% 

（注）１ 令和８年度は大和町・女川町、令和７年度は女川町を除いた算定額により比較している。 

２ 地方揮発油譲与税や環境性能割交付金等は、減収分を地方特例交付金により補てんしている。 

 

 

区分 
令和８年度 

A(33団体) 

令和７年度 

B (34団体） 

増減額 

Ｃ（Ａ－Ｂ） 

増減率 

Ｄ（Ｃ／Ｂ） 

基準財政需要額      

 個別算定経費（ｲ～ｷ除き） ｱ 4,481.3 4,351.9 129.4 3.0% 

 地域の元気創造事業費 ｲ 55.6 56.5 △0.9 △1.5% 

 人口減少等特別対策事業費 ｳ 67.7 69.6 △1.8 △2.6% 

 地域社会再生事業費 ｴ 44.4 45.2 △0.8 △1.8% 

 地域デジタル社会推進費 ｵ 17.4 21.2 △3.8 △17.9% 

 臨時財政対策債償還基金費 ｶ 126.3 - 126.3 皆増 

 公債費 ｷ 549.0 536.7 12.3 2.3% 

 包括算定経費 ｸ 537.0 526.1 10.9 2.1% 

 小計（臨時財政対策債振替前）ｱ～ｸ ｹ 5,878.8 5,607.1 271.7 4.8% 

 臨時財政対策債振替額 ｺ 0 0 0 0% 

 錯誤措置額等 ｻ 4.4 1.3 3.1 229.2% 

 合計（ｹ－ｺ＋ｻ） ｼ 5,883.2 5,608.5 274.7 4.9% 

基準財政収入額      

 基準財政収入額 ｽ 3,910.4 3,782.8 127.6 3.4% 

 錯誤措置額等 ｾ 1.5 0.1 1.4 3966% 

 合計（ｽ＋ｾ） ｿ 3,912.0 3,782,9 129.1 3.4% 

交付基準額（ｼ－ｿ） ﾀ 1,971.3 1,825.6 145.7 8.0% 

調整額 ﾁ △3.9 △3.0 - - 

普通交付税額（ﾀ＋ﾁ） ﾂ 1,967.4 1,822.7 144.7 7.9% 
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７ 県内市町村の状況 

①  財源不足団体・超過団体の状況  

 ・大和町、女川町が財源超過団体となった。 

【参考】 過去の不交付団体の状況（R元年度以降） 

年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

不交付 

団体名 

大和町 

女川町 

大和町 

女川町 

なし なし

（※） 

大和町 大和町 女川町 大和町 

女川町 

（※）令和４年度は、当初算定時は大和町が財源超過となり不交付団体であったが、再算定により財源不足団体となった。 

 

②  交付決定額の対前年度比較 
・２８団体で増加、６団体で減少した。 

 増減率 団体数 団体名 

増加 

＋10％以上 4(2) 仙台市、七ヶ宿町、山元町、大郷町 

＋5%以上 10％未満 3(6) 気仙沼市、大衡村、涌谷町 

＋5%未満 21(19) 石巻市、塩竈市、角田市、多賀城市、岩沼市、登米市、東松島市、 

大崎市、富谷市、蔵王町、大河原町、村田町、川崎町、丸森町、 

亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、加美町、美里町、南三陸町 

計 28(27)  

減少 

△5％未満 3(7) 栗原市、柴田町、色麻町 

△5％以上 10％未満 2(0) 白石市、名取市 

△10％以上 1(1) 大和町（皆減） 

計 6(8)  

（注）１ 当初交付決定額との比較である。 

２ （）内の数値は、前年度の団体数である。 

３ 前年度に引き続き不交付団体となった女川町は除いている。 
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（注）令和７年度は当初算定時のもの。 

令和８年度普通交付税交付決定額（市町村分）

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率

市町村名 交付決定額 交付決定額 A－B C／B

A B C D

仙 台 市 43,862,718 32,861,105 11,001,613 33.5

石 巻 市 16,531,383 15,780,277 751,106 4.8

塩 竈 市 5,210,299 4,990,550 219,749 4.4

気 仙 沼 市 9,816,487 9,278,422 538,065 5.8

白 石 市 3,837,762 4,179,583 △ 341,821 △ 8.2

名 取 市 2,777,970 2,926,794 △ 148,824 △ 5.1

角 田 市 3,994,797 3,817,935 176,862 4.6

多 賀 城 市 3,789,348 3,713,825 75,523 2.0

岩 沼 市 1,638,074 1,597,506 40,568 2.5

登 米 市 16,082,452 15,783,824 298,628 1.9

栗 原 市 16,451,601 16,524,144 △ 72,543 △ 0.4

東 松 島 市 5,331,316 5,206,168 125,148 2.4

大 崎 市 16,694,106 16,453,508 240,598 1.5

富 谷 市 2,228,590 2,130,192 98,398 4.6

蔵 王 町 2,310,126 2,284,734 25,392 1.1

七 ヶ 宿 町 1,151,805 1,030,557 121,248 11.8

大 河 原 町 2,091,110 2,024,610 66,500 3.3

村 田 町 2,045,144 2,006,650 38,494 1.9

柴 田 町 3,101,825 3,104,222 △ 2,397 △ 0.1

川 崎 町 2,243,536 2,218,623 24,913 1.1

丸 森 町 3,615,349 3,543,328 72,021 2.0

亘 理 町 3,091,918 2,968,566 123,352 4.2

山 元 町 2,901,030 2,587,771 313,259 12.1

松 島 町 2,040,148 1,984,908 55,240 2.8

七 ヶ 浜 町 2,184,148 2,122,485 61,663 2.9

利 府 町 1,385,608 1,379,535 6,073 0.4

大 和 町 0 119,767 △ 119,767 皆減

大 郷 町 1,705,772 1,421,811 283,961 20.0

大 衡 村 681,520 635,300 46,220 7.3

色 麻 町 2,072,181 2,076,327 △ 4,146 △ 0.2

加 美 町 5,101,053 5,098,272 2,781 0.1

涌 谷 町 3,013,661 2,794,511 219,150 7.8

美 里 町 3,949,728 3,868,337 81,391 2.1

女 川 町 0 0 0 －

南 三 陸 町 3,807,182 3,751,471 55,711 1.5

大 都 市 計 43,862,718 32,861,105 11,001,613 33.5

都 市 計 104,384,185 102,382,728 2,001,457 2.0

町 村 計 48,492,844 47,021,785 1,471,059 3.1

県 計 196,739,747 182,265,618 14,474,129 7.9

交付決定額の前年度対比


